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（地方独立行政法人新小山市民病院）

（資産の部）

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地

建物

建物減価償却累計額

構築物

構築物減価償却累計額

建物附属設備

建物附属設備減価償却累計額

器械備品

器械備品減価償却累計額

車両

車両減価償却累計額

　 有形固定資産合計

２　無形固定資産

電話加入権

ソフトウェア

無形固定資産合計

３　投資その他の資産

長期貸付金

投資有価証券

投資その他の資産合計

Ⅱ　流動資産

現金及預金

未収入金

貸倒引当金

貯蔵品

立替金

200,000,000

貸借対照表

（令和３年３月３１日　現在）

（単位：円）

科目 金額

892,000,000

3,731,689,333

496,927,620

▲ 534,411,762 3,197,277,571

▲ 169,394,239 327,533,381

3,241,597,246

3,297,113,472

▲ 1,162,391,223 2,079,206,023

5,907,157

▲ 2,654,588,395 642,525,077

▲ 3,456,212 2,450,945

7,140,992,997

322,000

58,713,302

59,035,302

162,898,990

362,898,990

固定資産合計 7,562,927,289

2,709,138,718

1,746,170,103

▲ 17,117,883 1,729,052,220

18,081,071

資産合計 12,019,250,998

51,700

流動資産合計 4,456,323,709
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（地方独立行政法人新小山市民病院）

（負債の部）

Ⅰ　固定負債

資産見返負債

長期借入金

引当金

退職給付引当金

長期リース債務

Ⅱ　流動負債

一年以内返済予定長期借入金

未払金

未払消費税及び地方消費税

預り金

短期リース債務

引当金

賞与引当金

（純資産の部）

Ⅰ　資本金

設立団体出資金

Ⅲ　利益剰余金

積立金

当期未処分利益

（うち、当期総利益）

貸借対照表

（令和３年３月３１日　現在）

（単位：円）

科目 金額

2,303,482,895 

2,616,023,894 

1,869,442,592 

固定負債合計 7,403,189,795 

614,240,414 

853,949,089 

資本剰余金合計 161,155,752 

7,993,000 

50,356,654 

263,592,000 

流動負債合計 1,451,002,275 

負債合計 8,854,192,070 

資本金合計 658,143,744 

161,155,752 

2,345,759,432 

1,839,801,850 

505,957,582 

負債純資産合計 12,019,250,998 

(505,957,582)

利益剰余金合計

純資産合計 3,165,058,928 

194,825,320 

80,286,212

Ⅱ　資本剰余金

658,143,744 
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（地方独立行政法人新小山市民病院）

営業収益

医業収益

入院収益

外来収益

その他医業収益

保険等査定減

運営費負担金収益

運営費交付金収益

補助金等収益

資産見返補助金戻入

資産見返寄附金戻入

受託事業等収入

営業収益合計

営業費用

医業費用

給与費

材料費

経費

研究研修費

減価償却費

資産減耗費

一般管理費

給与費

営業費用合計

営業利益

営業外収益

運営費負担金収益

財務収益

預金利息

患者外給食収益

その他営業外収益

受託実習料

院内駐車場使用料

院内保育所保育料

固定資産貸付料

その他営業外収益

営業外収益合計

営業外費用

財務費用

支払利息

雑損失

営業外費用合計

経常利益

臨時利益

臨時利益合計

臨時損失

臨時損失合計

当期純利益

当期総利益

0 

505,957,582 

0 

505,957,582 

寄附金収益 2,225,000 

505,957,582 

357,389,513 

3,110,461 

15,202,030 

1,616,632 

3,436,416 

376,500 

402,720,595 

45,331,082 45,331,082 

53,686,317 77,051,856 

363,793,820 

32,464 32,464 

286,333,000 

544,884,357 

434,656,680 434,656,680 

9,350,220,587 

8,915,563,907 

2,026,903,578 

1,361,120,276 

528,220,332 

3,409,098 

損益計算書

（自 令和２年４月１日　至 令和３年３月３１日）

（単位：円）

科目 金額

9,895,104,944 

169,945,000 

40,722,000 

353,756,386 

△18,328,671 

過年度損益修正損

139,693,771 

537,047 

4,758,257,125 

11,345,028 

6,528,508,030 

2,146,416,951 

9,010,352,696 

757,933,858 

4,042 
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（地方独立行政法人新小山市民病院） (単位：円)

当　　年　　度

▲ 2,131,189,935

▲ 5,186,149,641

▲ 1,479,201,075

9,096,356,819

456,278,000

40,722,000

278,406,476

2,225,000

88,902,460

1,166,350,104

32,464

▲ 45,331,082

1,121,051,486

▲ 249,311,014

0

▲ 36,681,073

0

▲ 18,840,000

15,653,333

0

0

▲ 200,000,000

0

▲ 489,178,754

1,035,900,000

▲ 1,035,900,000

200,000,000

▲ 544,381,657

0

0

▲ 90,068,325

▲ 434,449,982

197,422,750

2,511,715,968

2,709,138,718

キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年度分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接法

科　　　　　　　　　　目

Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　 医業収入

　　　　 運営費負担金収入

　　　　 運営費交付金収入

　　　　 医療材料の購入による支出

　　　　 人件費支出

　　　　 その他業務支出

　　　　　　　　小　　計

　　　　 利息受取額

　　　　 利息支払額

　　　　 補助金等収入

　　　　 寄附金収入

　　　　 その他業務収入

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　有形固定資産の売却による収入

　　　　無形固定資産の取得による支出

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　定期預金の払い戻しによる収入

　　　　定期預金の預け入れによる支出

　　　　その他の投資活動による支出

　　　　無形固定資産の売却による収入

　　　　投資その他の資産の取得による支出

　　　　投資その他の資産の売却による収入

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額(又は減少額)

　　　　長期借入金による収入

　　　　長期借入金の返済による支出

　　　　移行前地方債償還債務の償還による支出

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　短期借入金による収入

　　　　短期借入金の返済による支出

　　　　その他の投資活動による収入

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　その他財務活動による収入

　　　　その他財務活動による支出

　  財務活動によるキャッシュ・フロー

４ページ
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Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高



（地方独立行政法人　新小山市民病院） (単位：円)

　　　積立金

　　　・当期総利益

505,957,582

505,957,582

Ⅰ　当期未処分利益

利益の処分に関する書類

科　　　　　目 金　　　　　額

５ページ

Ⅱ　利益処分額

505,957,582505,957,582



Ⅰ　　業務費用
　(１)損益計算書上の費用
　　　　医業費用
　　　　一般管理費
　　　　営業外費用
　　　　臨時損失
　(２)自己収入等(控除)
　　　　医業収益
　　　　営業収益
　　　　営業外収益
　　　　臨時収益
　　　業務費用合計

Ⅱ　　引当外退職給付増加見積額

Ⅲ　　機会費用
　　　　地方公共団体財産の無償とされた使用料
　　　　による賃借取引の機会費用
　　　　地方公共団体出資の機会費用
　　　　通常よりも有利な条件による融資取引の
　　　　機会費用

Ⅳ　　行政サービス実施コスト

　　(注１)　地方公共団体出資の機会費用については、貸借対照表資本の部“設立団体出資金”
　　　　　　658,143,744円 を令和3年3月末時点の新発10年物国債金利0.104％にて運用した場合の
　　　　　  年間受取利息を採用致しました。
　　(注２)　通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用は、栃木県からの無利子短期貸付金
　　　　　　 1,035,900,000円を令和3年3月末時点の新発10年物国債利率0.104％で借り入れた場合
　　　　　　年間支払利息を採用しました。
　　(注３)　平成28年4月1日より小山市役所からの出向者は不在となったことから、“引当外退職給付
　　　　　　 増加見込額”の計上は無く、職員全員分の退職手当を引当しております。

0

▲ 6,171,145

9,752,941,182

▲ 77,460,820
▲ 9,093,984,661

科　　　　　目 金　　　　　額

行政サービス実施コスト計算書

（地方独立行政法人　新小山市民病院） (単位：円)

(令和２年４月１日～令和３年３月３１日)

0

▲ 9,010,352,696

8,915,563,907
434,656,680
402,720,595

1,077,336

0
684,469

658,956,521
0

660,718,326

６ページ
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　注記事項

　　Ⅰ　重要な会計方針

　　　　１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準
　　　　　　　期間進行基準を採用しております。

　　　　２．減価償却の会計処理方法
　　　　　　(１)　有形固定資産
　　　　　　　　　　定額法を採用しております。
　　　　　　　　　　なお、主な資産の耐用年数は以下の通りであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７年～４６年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建物附属設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７年～１４年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　９年～３４年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　器械備品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１年～１０年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　６年

　　　　　　(２)　無形固定資産
　　　　　　　　　本勘定は、非償却資産である電話加入権と償却資産であるソフトウェアとなっております。
　　　　　　　　　ソフトウェアの減価償却方法は、定額法を採用しております。

　　　　３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
　　　　　　職員の退職給付に備える為、当事業年度における退職給付債務の見積額に基づき計上しております。
　　　　　　数理計算上の差異は、発生時に全額を費用処理しております。
　　　　　　
　　　　　　
　　　　４．貸倒引当金の計上基準
　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　　　　　　特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　５．賞与引当金の計上基準
　　　　　　職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

　　　　６．棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　(１)　医薬品　　　　　　　 先入先出法によっております。
　　　　　　(２)　診療材料　　　　　　同上
　　　　　　(３)　貯蔵品　　　　　　   同上

　　　　７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
　　　　　　(１)　地方公共団体財産の無償とされた使用料による貸借取引の機会費用
　　　　　　　　　　　不動産及び動産については、減価償却費相当額を計上しております。
　　　　　　(２)　地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
　　　　　　　　　　　10年利付国債の令和3年3月末における利回りを参考に0.104%で計算しております。
　　　　　　(３)　政府又は地方公共団体等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用
　　　　　　　　　の計算に使用した利率
　　　　　　　　　　　10年利付国債の令和3年3月末における利回りを参考に0.104%で計算しております。
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　　　　８．リース取引の会計処理
　　　　　　ファイナンス・リース取引の対象は、建物、建物附属設備、器械備品となっております。これらの対象物

　　　　９．消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　Ⅱ　キャッシュフロー計算書関係　

　　　　１．資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係
　　　　　　現金及び預金勘定
　　　　　　資金期末残高　

　　　　２．重要な非資金取引

　　　　　　該当ありません

　Ⅲ　退職給付関係

　　　　１．退職給付債務に関する事項
　　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　未認識数理計算上の差異 　　　　　　　　　　
　　　　　　退職給付引当金

　　　　２．退職給付費用に関する事項
　　　　　　勤務費用
　　　　　　利息費用　
　　　　　　数理計算上の差異の単年度処理額

計

　　　　３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　　　　割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  イールドカーブ方式(2021年3月31日時点)を採用
　　　　　　退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　　　　 期間定額基準
　　　　　　数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　　　　　　本年度一括償却

　Ⅳ　固定資産の減損関係

　　　　　　該当ありません。

　Ⅴ　オペレーティング・リース取引関係

　　　　　　該当ありません。

　Ⅵ　金融商品に関する事項

　　　　１．金融商品の状況に関する事項
　　　　　　　当法人の資金調達については、地方独立行政法人新小山市民病院会計規程に沿って実施しておりま
　　　　　　す。
　　　　　　　また、医業未収金については、地方独立行政法人新小山市民病院債権管理事務取扱要領に従い、リ
　　　　　　スク管理を行っております。
　　　　　　　移行前地方債償還債務及び長期借入金の使途は、医療機器の設備更新等であり、設立団体である
　　　　　　小山市の事前承認に基づいて借入を実施しております。

　　　　　　の減価償却方法は、全て定額法を採用しております。
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2,709,138,718円
2,709,138,718円

1,869,442,592円
 0円

1,869,442,592円

175,752,545円
　-245,599円

　47,925,031円
223,431,977円



　　　　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　　　　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。なお、
　　　　　　重要性の乏しいものについては、注記を省略しております。

(単位：千円)
開示科目 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,709,139 2,709,139 0
(2) 医業未収入金 1,521,883 1,521,883 0
(3) その他の未収入金 207,169 207,169 0

資産計 4,438,191 4,438,191 0
(1) 長期借入金(※) 2,810,849 2,963,360 152,511
(2) 未払金 853,949 853,949 0

負債計 3,664,798 3,817,309 152,511

(※)１年以内返済予定の債務を含めています。

　　　　　　　(注)　金融商品の時価の算定方法に関する事項
　　　　　　　　資産
　　　　　　　　　(１)現金及び預金、(２)医業未収入金、(３)その他の未収入金
　　　　　　　　　　これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ
　　　　　　　　　ております。
　　　　　　　　負債
　　　　　　　　　(１)長期借入金
　　　　　　　　　　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
　　　　　　　　　引いた現在価値により算定しております。
　　　　　　　　　(２)未払金
　　　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によ
　　　　　　　　　っております。

　Ⅶ　重要な債務負担行為

　当該事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支出が発生する重要なものは下記のとおり
です。

契約額（税抜)
1,464,372

108,000
129,600

出来高
418,620
105,600
325,920

（※）院内保育園運営業務委託（管理費）は出来高契約であるため、翌事業年度以降支出予定額は令和
　　２年度の実績額（年額）に残りの契約期間（年）を乗じて算出しております。

　Ⅷ　重要な後発事象

　　　　　該当ありません。

院内保育園運営業務委託（管理費）(4年)※ R2.4.1～R6.3.31 88,245

H30.4.1～R4.3.31
H30.4.1～R4.3.31

143,640

36,000

契約期間
H27.10.1～R12．9.30

H31.4.1～R4.3.31

H31.4.1～R4.3.31
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(単位：千円）

81,480

契約内容
エネルギーサービス事業(15年)

医事業務及び夜間受付業務委託(3年)

施設管理業務委託(3年)

SPD業務委託(4年)
患者給食業務委託（管理費）(4年)

清掃業務委託(3年) 43,200H31.4.1～R4.3.31

26,400

翌事業年度以降支払予定額(税抜)

927,436


